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●「職域における健康の課題」            2016/4/28 日本ＷＨＯ協会 フォーラム講演録 

「健康経営のすすめ」 

～ストレスチェック制度の運用を含めて～ 

ＮＰＯ法人 健康経営研究会 理事長 岡田邦夫 

 

 

はじめに 

 関先生は入局時の医局長でした。人生の転換期に 2 つの

アドバイスをいただきました。第 2 内科は関先生の御助言

で入りました。厚生労働省入省の話があった時には、大阪

にいた方がよいのではないかとアドバイスを頂き大阪に

残りました。その後、産業医として 40 年近く勤めること

になりました。 

私はもともと糖尿病が専門でしたが、産業医の仕事はメ

ンタルヘルス関連が多くなりました。現在健康問題では、

経済産業省、厚生労働省、総務省が 3 省合同で健康寿命の

延伸策を推進しています。日本の少子高齢化を経済産業省

が真剣にとらえ、定年延長を考えています。超高齢化・少

子化を何とか乗り切れないかということで、経済産業省は

この高齢・少子化を乗り切った時のノウハウを東南アジア

などに輸出できればと考えています。これを乗り切ればビ

ジネスになるのではないかと考え、これを日本企業への１

つの起爆剤として日本企業の発展につなげられないかと

いう期待感を持っているわけです。今般、ヘルスケア産業

は自動車産業と同格、日本の将来を支えるのは、自動車産

業とヘルスケア産業であるという考え方になってきまし

た。そして私どものＮＰＯは、経済産業省のバックアップ

を受けて健康経営の啓発を全国展開するという状況にな

ってきました。 

日本が高齢化をいかに乗り切っていくかという中で、元

気な状態で定年を迎えられて、セカンドライフをおくると

いうことが極めて大切であります。そのために企業の責任

がどこまで求められるのかに関して、じつは少子・高齢化

の中で従業員の健康は企業の労働生産性と極めて密接な

関係にあるので、経営者自らの判断で健康を１つの事業と

して考えることが重要です。医療職としては健康づくりを

事業として進めることが難しいので、経営者はヒト・モ

ノ・資本を考えながら健康づくりの事業化を進め、労働生

産性を高めていき、働く人が元気でセカンドライフを送れ

るように、そしてその人たちは企業の顧客になるという、

そのような健康経営の考え方が定着できればと思ってい

ます。 

１．現代社会と健康経営 

●メンタルヘルス不調は企業リスク？ 

企業リスクを今考えると、メンタルヘルスが一番の問題

になります。若い人たちの例えば新型うつ病や職場不適応、

発達障害、アスペルガー症候群など、様々なことが今はメ

ンタルヘルス不調という１つの言葉でまとめられていま

す。これは企業が直面している問題ですが、プレゼンティ

ズムという考え方が出ています。働いているのに労働生産

性が低い。現実に何が原因かというと、ある調査によると

アレルギーが今一番の問題だとされ、花粉症とかアレルギ

ーが労働生産性を最も低くしているという結論づけをし

ています。プレゼンティズムとは、働いていても労働生産

性が低い、アブセンティズムとは休んでしまうことです。

メンタルの問題で長期の休みになってしまう。うつ病の場

合、最低で 3 カ月、長期になると 1 年半程度休むことにな

るので、企業にとっては極めて大きな損失です。これを予

防しなければならないというのが 1 つの課題です。  
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表 1 メンタルヘルス不調は企業リスク？ 

 

次に従業員の健康問題ですが、1 日の 3 分の 1、8 時間

は会社にいるわけで、会社の環境によって大きく変わって

きます。劣悪な環境で働いていれば当然、健康状態は悪化

します。それによっておこる病気、健康障害は、安全配慮

義務違反ということで労働契約法 5 条に違反。民法に基づ

く損害賠償が発生してきます。 

また、会社で起こった健康の問題は全てが企業責任にな

るため、労災となり、会社が適切に対応していなかったこ

とによる健康障害は民事訴訟となって、極めて高額な賠償

が求められます。昨今の従業員の健康障害は、単なる賠償

責任のレベルではなく会社法が適用され、経営者自らの責

任を追及されるようになりました。京都地裁から始まった

会社法の適用で、控訴審の大阪高裁も会社法を適用しまし

た。要は従業員が大きな病気をした時に、日本の企業の場

合は経営者が悪いという判断が出てきたわけです。これは

いわゆるブラック企業というところから、裁判官がそうし

た判断を出してきたわけです。 

ＣＳＲとは企業の社会的責任、企業は社会的に認知され、

その責務を果たさなければならないということです。また

ＣＳＶ（Creating Shared Value）という考え方がありま

す。地域と価値を共有していこうという考え方で、マイケ

ル・Ｅ・ポーター氏が新たに考え出した企業の視点であり、

単に企業が利益を出すだけでは地域での存在が認められ

なくなってきたわけです。つまりこうしたことで、レッド

カード、レッドカードと言われてしまい、企業のブランド、

企業価値、働きがいなどが、一瞬にして吹き飛んでしまう

ことになってしまいます。 

●仕事や職業生活に関する強い不安、悩み、ストレスの有

無 

現実に企業の中でどんな問題があるかというと、まずス

トレスの問題があります。職場で働いている人が強いスト

レスを感じているという、厚生労働省の調査結果（2012

年）があります。いったん減っていたものが、少し増えて

きたという結果が出てきました。恐らく次の段階でも増え

るのではないかと予測されていて、原因は人間関係が難し

くなってきたということ、上司とのコミュニケーションが

なかなかとりにくいということが分かってきました。私た

ち医療職、産業保健スタッフが「上司と部下のコミュニケ

ーションをとりましょう」と話しますと、会社側は「ノミ

ュニケーションしています」「家族のことを心配していま

す」という返事が返ってきます。私たちの側の考えは、そ

ういうコミュニケーションではなくて、職務に関するコミ

ュニケーションがとれていないのではないのかというこ

とです。つまり職務について共通の理解が得られていない

から、働いている人たちは皆メンタルダウンしていくのだ

ろう。あなたは今こんな仕事をしていて、その指導をきち

っとしないといけない。今そこが問題になっているわけで、

上司は言ったつもり。部下は仕事をしたつもり。しかし、

出てきたものは上司が期待していたものでなかった。そこ

には結果として職務コミュニケーションが働いていない

ということであり、今後の人事施策の中で、管理職のコミ

ュニケーション能力の視点を変えていかなければならな

いという提案をさせていただいています。 

●ストレス反応の変化 

私たちがストレスを受けると、一般的にはまずびっくり

するわけです。しかしそれを何とか耐えようと思って、抗

ショック相というもので頑張りぬくのですが、人間の力に

は限界があるために疲憊期に陥って力尽きてしまいます。

どこでサポートするかが非常に重要なポイントになって

きます。初期のところでは不安感、緊張感などがあります

が、これがずっと続くとうつ状態になってくるため、そこ

から回復するためには極めて大きな力が必要になります。 

●社会的再適応評価尺度（Holmes & Rahe） 

アメリカではストレスに関して既に点数化がされてい

て、「配偶者の死」を最高点 100、「結婚」を 50 と設定し

て、多くの人に「生活上のこのような出来事は何点ぐらい

でしょうか」と調査をしてみると、このような結果（スト

レス値）が出ています。 
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表 2 社会的再適応評価尺度 (Holmes & Rahe) 

 

それぞれのストレス値の平均値が表 2 に出ています。1

年間にこの点数（生活上の出来事の回数×ストレス値）が

300 点以上あると、その人たちの約 8 割に病気、ストレス

関連疾患が起こっているということが分かりました。つま

り会社でいろんなイベントが重なってくると、おそらくは

心身症、ストレス関連疾患になってくる。それを放置する

ことによって抑うつ状態になって、いわゆる精神疾患に陥

ってくるということがホームスとラーヘという二人の先

生方の研究で明らかになりました。日本人の場合について、

夏目先生が再調査をしていて、男性の場合は職務に関する

事柄の点数が非常に高いというのが特徴になっています。

このような形でストレスが点数化され、その一定の点数が

レベルを超えてしまうとストレス関連疾患（心身症）が起

こってくることが分かりました。楽しいこと、悲しいこと

全てがストレスになります。毎日楽しいことがあっても病

気になるという考え方です。だからストレスが非常に波乱

万丈になってくると、それに耐えられなくなってしまい、

どこかに不調が出てくる。その辺りをいかに制御していく

かが問題になってきます。 

●精神的な健康状態と死亡率との関係 

高ストレスを放置した場合にどうなるのか。これは英国

医師会の雑誌（2012 年）に発表された論文ですが、じつ

はストレス度を測る問診票があって、12 項目のうち、7

項目以上が続いている人は将来どんな病気で亡くなるの

かを調べています。その結果、心筋梗塞が 2 倍、がんにな

る人が 1.4 倍。ストレスが長期間続くと、心筋梗塞やがん

になってしまうというデータで、そうした病気になる確率

が高くなるということです。高ストレスは、一般的につら

いことだけでなく、外部イベントといって日常生活のいろ

いろなことが積み重なることでもたらせられます。例えば

「昇進」によってメンタルな状態が悪くなってしまうこと

もあるし、高齢期になって新築した家に移った時に、うつ

病になってしまうこともあります。環境の変化というもの

が結果としてストレスになって、いろいろな病気になると

いうことが分かってきました。 

●脳・心臓疾患の労災補償状況と精神障害の労災補償状況 

次に労災の問題なのですが、一般的に脳と心臓疾患では、

労災補償請求件数はそんなに増えていないというのが現

実となっています。それは長時間労働が抑制されてきたか

らだろうと思われます。一方で、精神障害の労災補償件数

は平成 21 年度に 1,000 件を超え、以来ずっと 1,000 件

を超え続けています。平成24年度には1,456件になって、

右肩上がりに増え続けているわけです。2 年間 1,000 件を

超えたことを契機に平成 22 年度、当時の厚生労働大臣が

何とかしなければならないと、定期健康診断時にうつ病の

検査を実施する前提で委員会を招集しました。しかし当時

の委員会の中で、精神科の先生方から「うつ病は健康診断

でチェックできるようなものでない。エビデンスがない」

という意見が出され、否決されてしまいました。その代わ

りに 1 次予防については、うつ病学会の先生方もＯＫとい

うことで、ストレスチェックという形で 1 次予防を展開す

ることになり、労働安全衛生法の改正が行われました。 

●精神障害の出来事別決定および支給決定件数の一覧 

なぜ多くの人が職場で精神障害に陥るのか、その原因は

どこにあるのかについて、労災が認定された人たちを対象

に厚生労働省が調査を実施しました。いちばん多い 200

件を超えているのが「上司とのトラブルがあった」。つま

り上司とのコミュニケーションがとれないことによって、

多くの人が職場でメンタルヘルスの異常に陥っている。労

災以外でも非常に多いわけですが、これは長期のお休みに

なって、結果として健康保険組合の傷病手当金という形で

多額の出費を招いている。そして企業にとっては、労働生

産性が落ちていきます。労働生産性が落ちて、なおかつ健

康保険組合の出費が増える。健保組合の出費が増えること

に対して、事業主はまた投資をしないといけなくなります。

働いている人は、保険料率が上がって出費が増えます。と
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いうことで、全てがマイナスに陥っていきます。これは内

戦状況でありますから、中できちっとまとめて労働生産性

を高め、健康状況をよくしていくことがどうしても必要に

なってくる。そのように私たちは考えたわけです。 

●年齢別階級別自殺者数の推移 

自殺の増加は、平成 9 年の山一證券や拓殖銀行の倒産を

契機に急に翌年より年間 3 万人を超えるという、金融界か

ら派生した問題でもありました。対策を講じたものの 3 万

人を下回らなく、ようやく平成 24 年前後から 3 万人を下

回るようになりました。かなりの長期間、日本は先進国の

中で自殺大国、20 分に一人が自殺しているような国であ

るとも言われました。今は韓国が世界第 2 位の自殺国であ

るとして、幼稚園児からストレスチェックを実施すること

になりました。しかし、日本ほどは進捗していないと聞い

ております。 

●日本人の死因 

日本の亡くなっている人についての厚生労働省の調査

結果によると、恐るべきことに 15 歳～39 歳の、これから

日本を支えようとする人たちですが、実はこの年代の第 1

位の死因が自殺であるという現状があります。さらに 10

歳～14 歳の子どもたちでも、自殺（第 3 位）で亡くなる

率が上がってきています。この状況から考えると、メンタ

ルヘルスケアにより、自殺に至るようなプロセスのどこか

で止めていかなければなりません。働き盛りの人がなぜ自

殺をするのかというと、やはり先ほど触れたように職場で

は上司とのトラブルが非常に多いわけですから、そこでき

ちっと予防することが重要となります。自殺の原因はスト

レスを含め、いろんな問題があるわけです。このストレス

がずっと続くことで次に何が起こるかを考えると、心筋梗

塞やがんになりやすい。つまりこの年代にストレスを受け

続けていると、40 歳代になって心臓病とがんが増えると

いう、連鎖反応が起きてくる。だから若い人たちがいかに

元気で働けるのか、生産性を高めていけるのかという状況

を会社がどのようにつくり上げていけるかが、大きな課題

となってきています。働き盛りの人が自殺するような国で

すと、将来おそらく大変なことになってしまいます。高齢

化が進み、子供が少なくなってくる。なおかつ若い人たち

が自殺で亡くなっていくことを考えると、何としてもこれ

を解決していかなければならないという、国家的な大きな

問題でもあります。健康寿命の延伸ということで、全ての

人たちが元気で健やかに過ごせるようなことを考えてい

かないと、日本全体として労働生産性が落ちてくる。つま

り海外からの労働力を入れていかないと、国家としては成

り立たないということが起こる可能性が出てきます。そこ

で健康というものを資本と考えると、健康のレベルをいか

にして上げていくかが、国家の戦略の 1 つとして考えざる

を得なくなってきます。 

●メンタルヘルスケアの取り組み 

従来は 2 次予防、3 次予防ということを国策としてやっ

ていました。 

表 3 メンタルヘルスケアの取組み

 

第 2 次予防というのは気づきであるので、管理・監督者

の人たちが部下の健康状況を見て、問題があれば話を聞い

て対策を練るというようなメンタルケア指針を出しまし

た。第 3 次予防というのは、うつ病などで休業した人が円

滑に復帰できるように、そして復帰後に再発しないように

というプログラムをつくったわけです。そして今般の第 1

次予防ということでは健康な人が、健康な状態を維持でき

るようにするためにはどうしたらよいのか。生活習慣病の

予防、これは１つとしてメタボ対策という形でのメタボリ

ックシンドロームに対する特定健康診査、特定保健指導で、

糖尿病の予備軍が厚生労働省の調査でようやく減ってき

ました。糖尿病の患者さんはまだ増え続けていますが、予

備軍が減ってきたというデータが出てきました。しかしメ

ンタルの方は増え続けているので、うつ病の患者さんを含

めて 100 万人を突破したということですので、予防対策が

必要となります。肥満、糖尿病を予防するために現在、メ

タボリックシンドローム対策を推進していますが、今回か

ら心の病気を予防するためにストレスチェックを導入し
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ようということで、心身両面からの健康づくりを企業が中

心となって進めていこうということです。メタボ健診につ

いては健康保険組合の医療保険者に対する、法律で決めら

れたものになりましたが、今回の心の健康の予防について

は、事業主に対して法律で定めたといういきさつがありま

す。 

●職場におけるメンタルヘルスケア 

本来、メンタルヘルスケアには 1 次予防、2 次予防、3

次予防というものがあるのですが、1 次予防のところにス

トレスチェックが入ってきて、セルフケアが中心となりま

す。2 次予防は上司が早く気づいて対処するということ。

3 次予防は不幸にしてうつ病等で休業された方が、いかに

早く復帰できるようにするか、つまり休業中にも不安なく、

そして復帰できて、再発がいかに防止できるのか、この３

つの点についてメンタルヘルスケアが進められていると

いうのが現状であります。 

表 4 職場におけるメンタルヘルスケア

 

●なぜストレスチェックが必要になったのでしょうか 

なぜストレスチェックが必要になったかというと、何と

いってもＩＴ化によるコミュニケーション不足が挙げら

れます。メールによってコミュニケーションはうまくいっ

ているという考え方があるようですが、メールによるコミ

ュニケーションは、コミュニケーションがとれているよう

に見えますが、フェース・トウ・フェースのコミュニケー

ションではありません。メールを送ればそれでいいという

考え方ではなく、メールで「分かりました」と応答してい

ていたとしても、最後に出来上がった段階で、「これは違

う」というようなことが実際に起こってきています。 

また、e ラーニングが役に立つためには、どうしたらよ

いのかというと、終わった社員を集めて上司が話し合いな

がらチェックすればよいわけです。そうすれば効果が出て

くるはずですが、やったらやりっぱなしというところに問

題があります。 

私たちのグループの産業医は、こんな従業員にこんな問

題点があったというようなことについて、「私はこんな工

夫をしましたが、先生はどう思いますか？」と皆で共有す

るようにしています。こうしたフェース・トウ・フェース

で、体験に基づいて産業医を指導していくと、皆が育って

いきます。メールで「こんな事例がありました」「こんな

体験をしました」と送信しただけでは、ほとんど身につい

ていません。私は時間投資と言っていますが、後輩を育て

るためにはやはり時間が必要で、きちっと積み上げていか

ないと、企業においても人が育たない。メール文書だけで

はだめで、そこに高速な時間の流れというものを少し止め

て、ゆっくりフェース・トウ・フェースで指導していくこ

と。そうしないと、おそらく人は育っていかないのではな

いのかと思います。「読んでおいて」と文書を送るだけで

は、そのうわっつらは分かるとしても、いざという時の役

には立たないのではないかという考えに至りました。今は

できるだけ、私が非常に苦労をした、例えば発達障害の方

の就業の措置などは、個人情報をうまくカバーしながら全

員で「こんなことで上司が困っていたので、こう話したら、

こんなふうにうまくいきました」ということで共有してい

こう。こうした教育の方が、時間はかかるがむしろ人は育

っていくのではないかと思っています。それがＩＴ化をど

う使うのかというところの、企業の大きな課題だと思いま

す。 

労働時間に関係しないような健康障害が増えてきまし

た。これはいわゆる労働の質というものなのです。つい最

近も東京の鉄鋼業界の従業員が亡くなって裁判がありま

したが、これは時差 5 時間以上の出張がテーマとなり、時

差5時間以上の出張時間は労働時間として算定されました。

ブラジルに 4 カ月で 3 回出張させたということです。時差

が 12 時間あって、移動時間が 31 時間、往復 62 時間を東

京地裁は労働時間として認定しました。「出張は出張でし

ょ」と言っても、時差 5 時間以上の出張における移動時間

は全て拘束時間として認定することになってきたわけで

す。このように労働というものの考え方が、今大きく変わ

ってきていることも踏まえて、企業の健康管理の対策を考
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えないといけないということです。 

賠償額も大きくなっていて、1 億円、2 億円となってき

ています。そして賠償は、民法ではなくて会社法を適用し、

経営者自らが払いなさいと裁判官が判示するようになっ

てくると、メンタルヘルスに関することが多くなっている

中で、企業としては何とか解決しなければならない大きな

問題となってきました。 

●ストレスチェック制度の目的 

そこでストレスチェックというものをつくって、1 次予

防をしていく。要するに発生しないように職場の環境を改

善するということです。管理職の方がストレスに関する知

識やメンタルヘルスの知識を持って、多くの方が元気で仕

事ができるように制度化しようということで、法律をつく

ったわけです。 

表 5 ストレスチェック制度の目的 

 

２．健康経営の潮流 

●その昔、「働くこと」は人の健康を支えていた 

一方でストレスチェックということですが、私たちが考

えている健康経営というものは、じつは大きな流れに基づ

いていて、その昔、「働くこと」は人の健康を支えていた

という考え方からです。人と人とがコミュニケーションを

はかる。つまり同じ職場に集まって、この職場、この職務

はどうしたらよいのか、親方が素晴らしい作品をつくって

いるけれど、親方はこれを見ながら学びなさい、手取り足

取り教えられないから、見ながら学んでいきなさいという

ような流れがありました。それがだんだんと長時間労働を

するようになってきて、働くことが実は働きがい、生きが

い、健康であったのが、働くことで心を病むようになって

きて、これはいかん、何とかこれを解決しなければならな

いということになってきました。 

●工場法の制定 1911 年（明治 44 年） 

わが国では 1911 年に農商務省（当時）が工場法をつく

りました。女工哀史に代表されるように若い女性たちが結

核を病み、過重労働になって、さらに 10 歳くらいの人た

ちもが皆働いているという状況に対し、工場法でこれを禁

止しようということになりました。働くことで健康を害す

ることがないようにするという先進的な法律であり、「職

工事情」という本の中にもそのことが書かれていて、働く

人たちの健康を守ろうという国の動きがあったわけです。 

●労働者の健康増進 

本来、働くことはどういうことなのか。ヨーロッパやア

メリカなどでは、働かないことは酒やたばこ、薬物におぼ

れやすくて健康を害するという考えから、企業は労働を通

じて人々に健康や規則正しい生活習慣環境を提供してい

るものだとしています。これは 1988 年にＷＨＯから提唱

されたものです。失業すると、うつ病になるなど様々な問

題が起こる。だから企業は人々に自尊心と秩序観念を与え

るうえで、社会的に極めて大きな役割を担っている。そう

した意味から企業は、社会を支える大きな器であるという

考え方が出てきます。ここでは失業によって健康を害する

ということでしたが、さらに今度は働くことによって健康

を害するようになってきたわけです。そこで皆で知恵を出

し合って、働くことで健康を害さないようなものをつくる

べきだという考え方が出てきました。 

●企業価値の創造・ブランドの確立 

企業は利益を出さないといけません。そのためにはいろ

んな条件が伴います。例えば不買運動が起こると利益が出

ない。社会的に利用価値を認めてもらえないと、商品を買

ってもらえません。社会的利益、ある一定のブランド性が

あると利益が出てくるので、企業の価値というものを考え

ると、株主などのステークホルダーから見れば利益を出し

ていないと投資できないということになります。配当金が

あるなら、そこにはどんどん投資しようとなります。また、

経営者自らが企業価値をつくっているケース。あの会社は

トップからしてもいい会社だ、元気で不祥事もない。そん

な会社は地域からも愛されるでしょうし、地域といろんな

助け合いをしながら地域と同じような価値を創造してい

くという企業です。もう１つは、何よりも従業員が大切で
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あるということ。つまり顧客と接している従業員が、結局

はその企業を代表しているということから、従業員が健康

で元気に多くの人と接することは、企業にとってプラスに

働くということです。 

●企業が評価されるとは 

企業価値の創造ということですが、企業が評価されると

は株主からすると配当の問題、従業員からすると働きがい

がある、家族からするとお父さんやお子さんが元気に会社

に出勤している。逆に会社から帰宅するのも遅くて、お父

さんがへとへとだというのは、家族にとっても心配でしょ

う。また、雇用が不安になってくると生活自体がやってい

けなくなります。多くの企業は社是で「地球にやさしい」

と言っていますが、地球にやさしい企業は当然社員にやさ

しい企業のはずですが、地球や自然にやさしくて社員にや

さしくない企業は、嘘をついているわけで、その社是自体

もおかしい。そうしたことによって今後、企業は評価され

てくるだろうと思います。 

●企業の評価 

経済産業省が健康経営銘柄を発表しましたが、その際に

ROE（Return On Equity）、これは自己資本利益率といっ

て、投資額に対してどれだけのリターンを出しているかを

評価の指標として使っています。そのほかに、どのような

文化事業をしているのか、労働紛争がないなどを含めて、

この企業は極めて優良な企業だと認定しています。認定さ

れた企業ですと、ステークホルダーの人々は安心して投資

することができます。リクルートの関係でも、この企業は

ブラック企業でないとして、安心して多くの人が集まって

きます。健康経営銘柄として経済産業省は毎年、1 業種 1

社を選びますので、選ばれた企業には多くの優秀な人材が

集まるという流れになってきています。 

●地球にやさしい企業は？ 

先ほど触れたように、「地球にやさしい」と言っている

企業は、基本的に人にやさしい企業でなければならない。

最近は「日本に残したい企業 100 社」など、多くの本で紹

介されるようになって、いろいろな「やさしい企業」が出

ています。長期的に続けることは経営上難しいことかもし

れませんが、実際に長く残っているのです。帝国データバ

ンクによると、日本には百年企業が 2 万 6,000 社程度あ

って、そのうちの 1 万数千社は中小企業だそうです。日本

には、飛鳥時代に設立されて 1,400 年続いている企業があ

ります。宮大工の金剛組という企業で、アメリカやヨーロ

ッパで 1,400 年も続く企業はそうはありませんし、これは

素晴らしいことです。おそらく非常に苦労されてきたとは

思いますが、それでも脈々と続いている。日本は昔から人

を大切にして脈々と企業を永らえさせてきた国なのです。

百年企業のうち中小企業が 1 万社以上あることは、やはり

素晴らしいことです。大企業だと統合されるとかして名前

も変わっていきますが、10 人程度の会社でも 100 年以上

同じ名前で経営しているところが非常に多いのです。 

ドラッカーの「仕事の論理と人の論理」によりますと、

「仕事に人を適応させるのでなく、人に仕事を適合させる」

ことが重要だと言っています。私も関先生が医局長の時代

に税関に行く機会があり、税関の職員が検査をする時に

「腰が痛い」と言うのです。なんで痛いかというと、税関

職員の身長と検査機器の台の高さが合っていない。そこで

台を調整し、自分のちょうどいい所に行って仕事をすると

腰が痛くない。皆一律にここで検査をしなさいとするとだ

めなのですが、そんな方策をとるとか、台が上がったり下

がったりすることができないかとか、いろんな提案をしま

した。つまり、ここで同じ仕事をしなさいとすると腰が痛

くなる人がでてくるわけで、そこを何とか工夫する必要が

あります。いろんなことを学びながら、働いていて健康障

害が起こらないようにしようということです。経営学者の

ドラッカーが「仕事の論理と人の論理」の中ですでに先験

的に書いていたということは、驚くべきことだと思います。 

●新規株式公募を行った企業の 5 年間生存率 

新しい会社がどこに投資していると5年間生き続けられ

るのか。新しい会社をつくって、人に投資している会社は

5 年生存率が 79％だが、そうでない企業は 60％で、5 年

後に 40％がつぶれていた。このようにジェフェリー・フ

ェファー教授は「人材を生かす企業」の中で書いておられ

ます。人に投資する会社は残るが、利益だけ考えていては

だめで、利益と人を両立させるような企業は長続きすると

いうことでしょう。人を大切にしながら生産性を高めると

いう両立は難しいことだが、両立できる経営者は、その結

果として企業を存続できる、とフェファー教授は指摘して
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います。 

●安全配慮義務とは 

安全配慮義務という考え方があります。労働契約上の義

務があって、賃金を支払うことと労務を提供することは、

双務有償契約のもとにおいての労働契約が締結されてい

ます。じつは、そこに働くことによって健康と安全が害さ

れてはいけないということです。労働契約において仕事で

健康や命を奪ってはいけない。当たり前のことですが、こ

ういうことを安全配慮義務といって最高裁が以前に判決

を出したのです。 

表 6 安全配慮義務とは 

 

●安全配慮義務履行における２つの義務、安全配慮義務の

責任の範囲 

そこには危険予知の義務と結果回避の義務があります。 

図 1 安全配慮義務履行における２つの義務 

 

つまり予知できたものは避けなければならないという

考え方があります。例えば月 100 時間以上の時間外労働を

すると、脳梗塞や心筋梗塞が起こるリスクが高まる、とい

うのは今では周知の事実です。それを毎月やっているとい

ずれ体に問題を起こすということが分かっているから、そ

れはどこかで避けないといけない。避けないで継続するこ

とによって、その人が脳梗塞、脳出血、心筋梗塞などで亡

くなった場合、事業主に責任があります。分かっていたら

予防しなければならない、過労死と残業時間は関係がある

ということはすでに明らかになっていることです。責任と

いうことでは、民事上の責任は事業主だけのことではあり

ません。実際に命令したその上司にも民法上の責任が及び

ます。 

●企業健康管理の特異性 

私が会社に入った時、アメリカとカナダのヘルシーカン

パニーの視察に行ったところ、日本とアメリカとでは考え

方が違うことが分かりました。アメリカの考え方は、日本

には導入できないと感じました。その 1 番目が日本には労

働安全衛生法という法律があって、経営者が従業員の健康

管理に携わらないと、罰金刑もしくは懲役刑が科せられる

ということになります。日本では工場法から続いてきて、

労働基準法から分かれて労働安全衛生法ができたわけで

す。なおかつ労働契約法があり、健康管理義務が決められ

ています。今回のストレスチェックも実施しないと、労働

基準監督署に報告しないと罰金刑に処せられることにな

るわけです。 

2 番目に健康保険組合に会社がお金を出しています。つ

まり従業員が病気をした時に、健康保険組合は医療費の一

部を負担することになるわけですが、その時に誰がお金を

出しているかと言えば経営者が出しているのです。従業員

が病気になり、医療費が増えてくると、結果として経営者

が利益をそこに出さないといけないわけです。働く人も一

所懸命働いているのですが、病気が増えてくると保険料率

が上がって、経営者が給料を上げたとしても保険料率が上

がっているから給料が減ってしまいます。こうしたことが

起こってきます。アメリカではそんなことはしないわけで

す。 

3 番目には健康管理の考え方が根本的に違っています。

アメリカでは全て自己責任です。私が産業医をしていた会

社で、アメリカから 10 人程度の人たちが会社見学に来ら

れ、社員の運動負荷試験を見て、「信じられない」と驚き

ました。血液検査をしている、運動負荷試験をしている。

こんなプライバシーの侵害はあり得ないというわけです。

これでは従業員のプライバシーがないではないかという

ことで、「誰が糖尿病で誰が高血圧かを、産業医は知って

いるのですか？」と問われて、「知っています」と答える

と、「許しがたい」と怒り出しました。日本には法律があ
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って、それをしなければ罰金刑があると説明したら、「そ

れもおかしい。アンビリーバブル」と言っていました。こ

のように日本とアメリカとでは全く違う考え方がある中

で、日本独自の従業員の健康と労働生産性を高めるために、

どんな方策があるのかを考えていかないといけない時代

になってきました。 

●司法判断が示す健康管理の限界-１ 

一方で司法判断はどんどん進んでいて、今の健康管理に

限界がきています。例えば神戸地裁の判断は、健康管理と

いうのは労働者が「私、しんどいです」と言って、「今日

は休むか」ということで成り立つものではないという考え

方です。「労働者からの申し出の有無に関係なく、使用者

に課せられる性質のもの」としていて、上司が見て、しん

どそうだから「どうしたのか」と声を掛けて、部下から「し

んどいのです」といった返事を聞いて、「そうなら帰れよ」

というスタンスが必要だということです。部下が頑張って

いる姿を見て、これは愛社精神があると判断して、その後

に部下がばたっと倒れるようなこと。つまり、愛社精神で

労働者が倒れるようなことは許さないというのが、神戸地

裁の判断です。 

●司法判断が示す健康管理の限界-２ 

2 番目は大阪高裁の判断です。経営者は「自社の労働者

の至高の法益である生命・健康を損なうことがないような

体制を構築しないといけない」としています。従って過重

労働によって倒れて亡くなった場合は、いわゆる安全配慮

義務の問題であり、誰が義務を懈怠（けたい）したかとい

うと、経営者が義務を懈怠した。だから会社法の第 420

条第 1 項を適用するということで、経営者に対して賠償責

任を大阪高裁は求めたわけです。会社と連帯して、あなた

自身も払いなさいと健康管理執行役員に対して、払いなさ

いという判決が出されたのです。このような判決も出てき

ましたので、健康づくりは後手・後手でなく、先手で健康

というものを守っていかないと、企業そのものの存亡に関

わってくるということです。 

●経営者は健康管理者なのです 

経営者は健康管理者であるとする日本の法律は、本当に

厳しいものです。管理者を対象によく研修をする機会があ

りますが、「皆さん方の部下の健康管理者は誰ですか？」

と聞くと、多くの人から「先生です」という返事がありま

す。「私たちは医療職です」と答えます。しかし日本では、

健康管理者は病気を管理するのではなく、従業員が病気に

ならないように管理することを労働安全衛生法で定めて

いるのであり、病気にならないように管理する人が健康管

理者なのです。病気になった後は医療職が担います。私た

ち医療職は皆さん方をサポートする立場。従って医療産業

医と労働者の間には、労働契約はありません。だから私た

ちは働く人たちへの指揮・命令権を持っていないわけです。

しかし管理職は労働者への指揮・命令権を持っているので、

その指揮・命令で健康を害することがないように配慮しな

ければならない。それが健康管理者という、日本の労働安

全衛生法で定めていることなのです。 

３．健康経営と健康投資 

●健康経営の考え方 

健康経営ということを私たちが提唱したのは、会社の中

で、トップダウンで「従業員の健康」を 1 つの事業として

考えませんか、ということです。従業員の健康、じつはこ

れも黒字・赤字の世界になってくるわけです。健康を維持

することは労働生産性に直結するものであり、病気になっ

て長期に休む、優秀な人材が頑張った末に倒れてしまった

ら、企業にとって痛手となります。そうしたことがないよ

うに、企業の体制をしっかりつくっていくことが大切であ

り、だからこれは事業なのです。事業を黒字化することに

よって労働生産性を高め、なおかつ従業員の方が健康で元

気に退職を迎えられる風土、環境をつくっていくことが必

要なのです。そんなことは難しいのではないかと言われそ

うですが、そうではないということを今から話したいと思

います。 

表 7 健康経営の考え方
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●ＥＳから始まるＣＳ 

一人の従業員が顧客と営業の話をした時に、じつはこの

Ａ社の従業員は会社を代表しているのです。顧客はＡ社の

代表であるこの人を見ているわけで、後ろには社長や従業

員などがいっぱいいて、その人たちがこの人を支えている。

逆にその人たちが、営業に行っているこの人を支えていな

いとしたら、この人は恐らくあまりパワフルではないとい

うことになります。この人を見た顧客が、この人は元気・

やる気・健康・常識・知識・見識・信頼感があると感じた

としたら、顧客は「いい会社だ」と見るわけです。この人

一人を通して、顧客はこの会社を見るということ。じつは

その裏に、職場環境、経営者・従業員とのコミュニケーシ

ョンなど様々なことが入っているのです。 

●職場と従業員の健康の両立（例） 

職場と従業員の健康の両立ということを考えてみると、

例えば私の知人の先生はタクシー会社の産業医をしてい

ます。タクシー会社で経営者と従業員が、Win-Win の関

係を構築するというのはどういうことなのかについて、次

のような健康経営に取り組んでいます。運転手と、運転す

る人の乗務を指示する運行管理者がいて、アルコールチェ

ックと血圧測定をします。ここには産業医と連携して設置

した血圧計があります。指示する人は医師でないため、例

えば「あなた高血圧です」とは言えません。ところが経営

者と産業医が決めた、例えば「血圧 150－90 を超えたら

乗務できません」と書いてある。乗務を指示する人は、経

営者からの指示だから「乗れないよ」と言う。そこで運転

手は「それはきびしいな。給料が出ないじゃないですか」

と言う。クリアできたなら「今日も頑張って運転してくだ

さい」と言えるわけです。こういうシステムの中で運転手

が毎日運転すると、安心感が得られます。皆さんがタクシ

ーに乗車して、運転手から「今日はしんどいのです」と言

われ、「どうしたのですか」と聞いたら、「昨日の健康診断

で血圧 300 だと言われました」。そんなことを言われたら、

皆さんは危なくて乗っていられません。そんな健康状態で

乗務されたら困るわけです。顧客に安心感を与えられれば、

会社には安全が確保されることになります。それぞれにど

んなメリットがあるかというと、運転手は業務中に倒れる

ことは少なくなるでしょう。自ら毎日血圧計で測ることに

なると、その場限りの健康だけではうまくいかない、薬を

きちっと飲んで、健康管理をしないとだめだという考え方

が出てくるでしょう。会社は安全管理意識が高まります。 

この話をした後、私の所に国土交通省の人が来られ、バ

スの運行にこの考え方を運用したらバス事故が減るかも

しれないと言われました。運行管理者がきちっとしておけ

ば、バス事故がなくなることも期待できるかもしれません。

どちらも Win-Win の関係が構築できるような仕組みをつ

くっておくことが大切です。例えばタクシー会社では、血

圧がこうでないと乗れない、規定基準を満たさなければ車

には乗れないと、会社が決めればいいことです。これは当

たり前のことです。そうすれば、お互いに利益が出てくる

ということになるわけです。 

●健康経営の 3 つの軸 

私たちは健康経営について 3 つの軸を考えています。従

来は体の健康と心の健康だけでよろしいという考え方で

した。実はそうでもなさそうだ。これからは、職場のスト

レスやリスクを回避していかなければならない。将来の健

康というものを見据えていかないといけない。そうすると、

職場の環境を変えていきながら、職務に関するコミュニケ

ーションを向上させていき、やりがいのある仕事をつくっ

ていくことをしなければならないのではないかと思いま

す。 

●経営者のパワーを発揮 

健康経営の場合は経営者のパワーの発揮ということで、

健康経営宣言として「みんなで元気で働こう！」と、トッ

プダウンでこの考え方を周知させなければなりません。そ

して全員が健康診断を受けてもらいましょう。これは法律

で決まっているわけです。これは経営者には罰金刑があり

ますが、受ける側には何の罰則もありません。しかし会社

としては、「受けなければちゃんとした仕事を命ずること

ができません」と言って周知すれば、多くの人は必ず受け

ます。それが証拠に私どもの会社では、受診者がとうとう

100％になりました。受けない人には就業上の措置として、

「残業も何もできませんよ」と言う。そうすれば受けます。

受けないと仕事ができなくなるからお互いに義務を果た

しましょう、安全で元気な会社をつくっていきましょう、

とトップダウンで進めることで、すごい効果が出てくるこ
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とが私たちの経験を通して理解できたわけです。 

●経営者の満足感と従業員の不満感 

先日、たまたまお会いした有名企業の社長さんからこん

な話がありました。「先生、わが社の収益はすごく良くて

百年企業になりそうです」と言うのです。ところが、気に

なることがあるということで聞いてみると、「社員に元気

がないのです」。社長は元気なのですが、従業員に元気が

ない。「現在は景気がいいけれど、将来逆に重しとなって、

下がるのではないか」と言われ、私は後日その会社に呼ば

れました。担当役員の方は、「ノミュニケーションは頑張

っています」。「ノミュニケーションを頑張っても、職務の

ことが理解できないとコミュニケーションはないですよ」

とアドバイスしました。つまり企業収益が増加していても、

従業員の健康状況が乖離している。上がっているけれども、

こちら側が下がっていることは、将来の企業の行く末を表

しているのです。ＣＳ（Customer Satisfaction、顧客満

足度）を上げようと思っていても、ＥＳ（Employee 

Satisfaction、従業員満足度）が下がってくると、いずれ

この会社は生産性が落ちてくる。このクロスが良くない。

企業収益もいいけれど、従業員がへたってくるのは良くな

い。だから一部の会社では、社長が「景気いいから、頑張

れ、頑張れ！」と言うと、社員からは「あまり景気が良く

ない方がいい」という言葉が出てくるわけです。景気が良

くなればなるほど、社員みんなが疲弊していくと、いずれ

どこかでいろんな問題が起こってきます。そこの辺りをト

ップが見つけて、それではどうしようかとトップダウンで

考えていくと、極めて大きな効果が出てきます。経営者が

経営戦略として、この乖離をいかに早く見つけて処置する

かということなのです。 

●ホーソン効果 

この代表的な例がホーソン効果というもので、ハーバー

ド大学の先生方がホーソン工場で実験をしたという有名

な研究成果があります。ライン作業で、もっと生産性が上

がらないかと社長が考え、照明を明るくしたり、賃金を上

げたり、軽食を出したり、温度を調整したりしたら、確か

に6名の女性の継電器組み立ての作業効率が上がってきま

した。ところが、これらの対策をやめても生産性が落ちな

いことが分かりました。賃金を上げて生産性が上がったが、

賃金を落としても生産性が落ちなかったというわけです。

ここで経営者は分かったのです。何かというと、環境を変

えることも大切だが、コミュニケーションをとることが大

切だということです。 

社長や管理職が職場へ行って、どうしたらいいのかと聞

いて、できるところから改善していけばおそらく生産性は

向上することに気づいたわけです。私たち健康経営研究会

では、①職場の環境を変える、②経営者や管理職が従業員

とコミュニケーションをとる、この 2 つを軸に 1920 年代

のホーソン効果の論文をベースにした上で、今の現代社会

における新しい職場環境とはどんなものなのか、新しいコ

ミュニケーションの形態にはどんなものがあるのかを考

えることになりました。健康経営では職務に関するコミュ

ニケーションが不可欠で、経営者は従業員の健康を考え、

従業員は企業の経営を支えるということになるわけです。 

表 8 ホーソン効果

 

●中小企業が考える自社の相対的な強み・弱み 

健康経営がいちばん適合すると言われるのが中小企業

であり、中小企業庁のレポートの中でも中小企業の方が健

康経営はしやすいと紹介されています。なぜかというと、

中小企業は経営者と社員、部門間の一体感が強い。だから

経営者が「やろう」と言ったら、一体化して実現できるの

ではないかというようなことがレポートには書いてあり

ます。そのことは日本の百年企業 2 万 6,000 社のうち 1

万数千社が中小企業であることに通じているのではない

かと思われます。 

●経営者のパワーは強大 

経営者は大きなパワーを持っているのですが、今の日本
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の企業ではこの経営者のパワーの使い方が間違っている。

つまりこれをパワーハラスメントという形で使うと、従業

員は疲弊してしまいます。エンパワーメントという、従業

員を支えるように経営者の力を発揮すると、企業リスクが

回避されていきます。経営者の持っている大きな力をうま

く使うことが大切になります。健康管理については、先ほ

ど触れたように欧米は自己責任型、日本はそうでなく組織

決定型です。だから会社が健康管理についてある程度踏み

込むことで、従業員が元気になっていくことが言えると思

います。 

●経営者が進める健康経営 

つまり経営者が進める健康経営は、戦略的投資として健

康づくりを事業化して、経営利益と従業員の健康とを両立

させることが必要になります。大企業には日本政策投資銀

行が、中小企業に対しては地方銀行が低金利融資をするよ

うになりました。さらに従業員にも優遇措置をとるように

なり、従業員の教育ローン、マイカーローンやブライダル

ローンに対して金利を下げる措置をとっており、これらは

企業にとっても非常にありがたい、金融機関の政策が実施

されることになりました。 

●健康投資 

健康づくりを事業化するためには投資が必要になりま

すが、投資によって何が得られるかと言えば、リスクは回

避でき、一方で生産性が向上する可能性が出てきます。中

小企業はそんな利益投資はできるはずがないと言われる

かもしれませんが、そうではなく私たちは時間投資と空間

投資を求めています。いきなりそこに多額の利益をつぎ込

んでいくわけではありません。先ほどのタクシー会社は何

に投資したかというと血圧計 1 台だけです。血圧計 1 台を

投資し、運行管理者が毎回血圧をチェックすることによっ

て、会社の安全性が高まり、従業員の健康管理意識が高ま

るわけです。経営者がそのように判断して血圧計 1 台を買

った。その血圧計の活かし方によって非常に大きなメリッ

トが出てくるのです。 

●健康経営における健康投資 

私たちが言っている時間投資、空間投資、利益投資とは

どんなものなのか。会社はお金を出して従業員を雇ってい

るわけですが、労働時間とはお金を払っている時間であり、

この時間をうまく活用させていただき、働いている人たち

の時間の中で研修や健康づくりの事業を展開させてもら

えませんかという提案で、これは経営者判断であって、新

たな投資ではありません。ペイされて労働時間の中の一部

をいただいて、その中で事業を展開し、労働生産性を高め

たりすることが可能ではないのか。非常に高い労働時間単

価でありますが、経営者自身が将来の企業を見据えてどう

いうことをやればよいのかを一度考えてみてください。経

営者自身が自らの時間を使って、会社の将来について考え

てみてください。そして会社の労働時間の中で何かできる

ことがあれば、やってください。アドバイスが必要なら、

産業医や経営学者らの力を借りて、その会社に適合したオ

ーダーメイドの健康経営に取り組むプロジェクトをつく

ったらよいのではないか。そしてもし次のプロセスで社員

食堂も変えてみませんか、職場のレイアウトを変えてみま

せんか、そのようなことを考えてみるのもいいでしょう。 

表 9 健康経営における健康投資

 

●企業における健康投資 

ハーバードビジネスレビューにおいて、ヘンプ教授はア

ダム・スミスの国富論の中の「病気は勤労の成果を必ず低

減させる」という言葉を示した上で、「会社は生産性を高

めるのなら病気を予防するべき」と言っています。だから、

「健康な社員は投資に値する資産である」という前提を経

営者はつくらないといけない。従業員を元気にすることに

よって、将来の生産性や創造性、新しい発想は社員から出

てくるのであって、それを育てるために会社は投資しなけ

ればいけないという考え方が健康投資であります。 

●「間」に投資 

これに対して私たちは、３つの「間」への投資を考えて

います。人と人の間に投資するのは「コミュニケーション」。

つまり、メンタルヘルス研修や管理職教育です。時間と時
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間の間に投資するのは「ワークライフバランス」。日本の

企業では欧米企業のようなワークライフバランスはでき

ないので、「ワークライフバランスマネジメント」といっ

て、会社が強制的にこれをやらないと管理できない。最近

ようやく夜 8 時になったら「帰れ」とか、10 時になった

らパソコンが切れるというような施策がとられるように

なっています。これが定着すると変わってくると思います。

あとは「ソーシャルキャピタル」といって、空間投資にな

ってくると思います。こうしたことが、健康や生産性を高

めるのではないかと考えております。 

●空間投資 

例えば「喫煙ルーム」を持っている会社が、これを「リ

フレッシュルーム」にしようと考えた時に、どちらの方が

効果的なのか。煙草の方が効果あると言う人もいますが、

一般的には、喫煙によるストレス解消方法をとるよりは、

喫煙による健康障害の方がはるかにリスクは大きいと考

えます。喫煙ルームへの投資をするより、これをやめてリ

フレッシュルームにして、コーヒーを飲みながらお互いの

コミュニケーションをはかる。効果として、喫煙とコーヒ

ー1 杯のどちらに軍配が上がるかというと、コーヒー1 杯

の方に軍配が上がります。 

●アルツハイマー病の後天的危険因子と防御因子 

アルツハイマー病の疫学的調査によると、コレステロー

ルの高い人を放置すると将来2倍～3倍の確率でアルツハ

イマーになることが分かっています。たばこを吸っている

人のリスクは、最高 1.99 倍だということが分かりました。

糖尿病や収縮期血圧の高い人もアルツハイマーになりや

すい。ところが少量のワインを飲むとか、運動をするとか、

コレステロールの高い人がスタチンを飲んでコントロー

ルするとアルツハイマーの予防につながるという、疫学的

データが出ています。やはり、たばこはよくない。高齢化

社会には多くの方がこういう生活習慣を持つと、アルツハ

イマーになるのではないかということが分かりました。 

一方、コーヒーを飲むとどんな効果があるかについて、

アメリカの「ニューイングランド・ジャーナル・オブ・メ

ディシン」という有名な雑誌にこんなデータが載っていま

す。1 日にコーヒーを 1 杯飲む人、2～3 倍飲む人、4～5

杯飲む人が将来に糖尿病、脳卒中、心臓病、がんなどの病

気が減るかどうか。じつは減っているのです。2 杯くらい

飲むと糖尿病 0.7、脳血管障害 0.8 というように減るとい

うことです。だから、たばこを吸うよりコーヒーを飲んで

いる方がいいのではないかというデータが出てきました。 

リフレッシュルームでコーヒーを飲むと、いろんな効果

があるのではないでしょうか。じつは、コーヒーを飲むこ

とと将来の自殺リスクの分析が出ています。コーヒー2～3

杯から 6～7 杯くらい飲む人の方が、リスクが低いという

ことです。逆に 10 杯も飲むと一気にリスクが高まります。

だから会社の中で休憩時間にコーヒー1 杯を飲めるような、

ホッとした時間があれば、メンタルヘルスに効果があると

考えられます。今や会社でコーヒー1 杯は 30 円で飲める

ようになっています。デイリー・コーヒー・ドリンキング

をやっていると自殺が減るという論文がでているし、その

他多くの論文が出てきました。このように病気にならない

ために、会社としてどんな施策をとるかが非常に重要にな

っています。 

●健康は経営、疾病は医療 

私が思っていることは、健康は経営であり、疾病は医療

であるということです。 

健康は会社が積極的に取り組むものであって、病気にな

った場合は医療に任さないといけない。ここの線引きをき

ちっと守るということで、ヘルスリテラシーというように、

従業員一人一人が健康に関して意識を高めていって、自分

が病気にならないようにする。こうした考え方を持ってい

ただくと、非常にいいと思います。そしてそれが経営戦略

になってくる。 

図 2 健康は経営、疾病は医療 

 

つまり健康という中で仕事ができて、元気にセカンドラ

イフを迎えられるようにしていくことが重要ではないか
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と思います。病気になれば当然、医療の専門家の方にお世

話にならないといけません。その時にはプレゼンティズム、

アプセンティズム、ＱＯＬの低下の問題がありますが、早

期に発見すればそれは予防できるでしょう。経営者として

どちらに投資したらよいのかといえば、健康の方に投資す

る。そうするとメンタルヘルスに関しても、当然ストレス

チェックの方に投資し、いい職場環境をつくっていくこと

が大切になります。 

４．経営戦略としての健康経営 

●協会けんぽと銀行の連携 

昨今、金融業界は「協会けんぽ」と連携を深めています。

まず広島銀行が、健康経営をしている企業に対して融資金

利を引き下げました。協会けんぽ岐阜支部では、十六銀行

が岐阜県内の企業において「健康経営事業所」と認定され

たところには「健康経営プラン」を適用、従業員のローン

が格安になりました。これが協会けんぽの「エブリサポー

ト 21 健康経営プラン」で、岐阜支部が定める要件です。

このような要件を満たすと、「健康経営推進事業所認定書」

が発行されます。発行企業に対しては融資の利率を下げま

す。次に何をするかというと、そこの企業の従業員のロー

ン金利も下げることになりました。逆に従業員は他の会社

に乗り換えたら金利が上がってしまうので、企業をやめら

れなくなる。「この会社、いいな」ということになって、

頑張って働こうということにもなります。このような形で、

ここの事務局長が来られて相談し、「従業員にも何かメリ

ットを」ということから、これができたのです。他の金融

機関からは、定期預金利率を上げてもよいが、融資をさせ

てほしいという話があるそうです。それは Win-Win の関

係だから、いい話だと思います。何となく世の中の仕組み

ができあがってきたような感じがします。 

●「健康経営銘柄 2016」選定の流れ 

これは経済産業省が進めている「健康経営銘柄」選定の

流れを示したものです。いろんな質問があって、それに該

当した事業所の中から委員会が「健康経営」に優れた企業

として、「健康経営銘柄」を選定します。筑波銀行と協会

けんぽ、北日本銀行と協会けんぽ、伊予銀行は市と契約し

ています。私は 6 月に岩見沢市の健康経営都市宣言第 1 号

認定証の授与式に行くことになりました。じつは岩見沢市

の市長自らが「健康経営都市」を宣言し、全市挙げて住民

の健康と中小企業の発展、職員の健康づくり取り組むとい

うことで、私たちＮＰＯで調査・認定をしてほしいという

要請があったためです。 

●経営労働政策委員会報告 

経団連の2015年レポートにも「健康経営を推進しよう」

という報告が出ています。1 年で終わるかと思っていたら、

2 年目の 2016 年レポートでは「さらなる推進」と出てい

ています。経団連は中小企業の健康経営への取り組みをバ

ックアップすることになり、世の中の風向きがなんとなく

変わってきたと感じています。 

●「協会けんぽ」は「健康経営」を推進している 

中小企業への実際の支援策としては、事業者と保険者が

協力してやっていくことになります。経営者は「健康経営

宣言」をして、健康診断を 100％受診してもらい、「わが

社は法令を順守します」、「経営責任を果たします」という

形で安心して働ける会社をつくりましょう。義務ではない

が、健康診断の再検査や精密検査は 100％を目指す。そし

て「保健指導・健康教育」を受けます。 

●経営者が進める「健康経営」 

こういう形の企業全体のヘルスリテラシー、健康に関す

る知識レベルを上げていく。そして経営者と従業員が一体

となって職場環境改善に取り組む。ここに 1 つのコミュニ

ケーションが出てくるわけです。従業員にとって職場のど

こが問題かを経営者自らが聞きに行って、例えば「あそこ

を改善してほしい」という声を聞く。経営者は声を聞いた

うえで、できるところから改善に取り組む。そこには、職

場環境というテーマのコミュニケーションが生まれます。

「なぜ？」と聞いて、職務に関するコミュニケーションに

つながります。経営者と従業員が一体化していくと、ホー

ソン効果というものが期待でき、結果として生産性が向上

していくという理論が展開されます。 

職場環境の改善の基本としては、例えば職場は禁煙、た

ばこを吸う人がいても構わないが、受動喫煙がない状態に

して、女性や妊娠している方が安心して働ける職場をつく

りましょうということです。そうすれば粉塵もなくなり、

職場環境もよくなる。どうしてもたばこを吸いたい人は、
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職場から徒歩3分以上離れた喫煙ルームで喫煙してくださ

い。喫煙後 3 分間深呼吸をしないと、口から粉塵が出てく

るという論文も出ています。3 分間深呼吸をしながら事務

所に戻れば、たばこの臭いもしないということになります。

しかし、従業員も自分自身の未来のことを考えて、自己健

康管理をしないといけません。こうしたことが、健康経営

を進めるうえでの重要なポイントであろうと思います。 

●健康経営を積極的に推進するためには 

健康経営を積極的に推進することは決して無理な考え

方ではなく、お金をどんどんつぎ込みなさいと言っている

のではありません。アメリカでは、従業員をヒューマン・

リソースと言います。つまり企業活動の源泉的な意味を持

っている言葉で、企業はいくら立派な社屋をつくったとし

ても長続きはしませんが、そこにいる従業員が元気で、活

性化と生産性、創造性があれば長続きする。だから会社が

トップダウンで、従業員の健康に関してどのような投資を

するのか、どのような健康づくり施策を展開していくかが

大切であると思っています。お金がなくても時間や空間な

ど、いろんな形で投資はできます。コミュニケーションの

時間をとることも投資であります。管理職が部下を呼んで、

「君、今どこまで進んでいるの？どこが分からないの？」

ということも投資です。こうした形で投資を着々と積み上

げていって、部下の方が「仕事がおもしろい」と気づいて

くると労働生産性が高まってくるし、その思いはその部下

の部下にもつながっていくだろうと考えられます。 

私が会社に入った頃、朝 9 時の職場巡視に行くと職場の

課長さんは、20 分か 30 分くらい新聞を読んでいました。

それは当時の会社では一番いいパターンで、プレーイン

グ・マネージャーになっていない、マネージャーです。例

外的措置を迅速にこなせる能力を持っているのがマネー

ジャーです。ルーティン作業を的確に行える能力を持って

いるのが従業員。突然クレームが入った時に「私が出てい

く」と対応し、解決してくるのがマネージャー。そういう

のが昔のヒエラルキーでした。今はマネージャーもノルマ

を持っていて、必死にやっているために、部下が悩んでい

ても「自分で解決しろ」ということで、厄介なことにもな

ります。経験のある上司が、ゆとりを持って部下の仕事の

指導することが必要で、それがじつは管理職の投資という

形になってきます。いい部下に恵まれたとも言いますが、

いい上司に恵まれる部下こそがどんどん成長していくの

ではないでしょうか。それが「戦略的構想に基づく管理監

督者の現場での実践」という形になります。部下にしっか

り自分の思いを伝えていくことが大切で、この部下は育っ

ていくであろう。もしくはいつも接しているから変調が分

かるのです。 

従業員も自発的な健康づくりへの取り組みをしていか

なければなりません。組織的に、これを支援するような枠

組みをつくっていかなければいけません。つまり健康経営

というものは、経営者だけが旗を振っているだけで、でき

るものではありません。管理職の方たちの絶大なる協力が

あってこそやっていけるものであり、従業員の方も自発的

に健康づくりに取り組まないと、結果として自分の将来が

明るいものにはなっていきません。 

将来定年を 70 歳にする考えがあります。今年法律が改

正され、健康保険法にしても年金にしても、週 20 時間労

働をすると健康保険も年金も払うというように改正され

ました。経済産業省の調査によると、定年後も働きたいと

いう意見があるようで、少し給料がもらえる程度でいいと

いうことです。私たちは、「朝早く高齢者に仕事をしてい

ただいたらどうか」と言う意見に対して「午後 4 時くらい

からがよいのでは」と。若い人が早く帰宅することで、幼

稚園にお子さんを迎えに行くこともできるようになりま

す。いわゆる残業というものを、経験のある方がさっさと

さばいて、朝出勤するとすでに出来上がっていたというこ

とになる。若い人が「素晴らしい」と感じて、仕事に入っ

ていく。若い人が悩んでいたことをプロの方が来ることで、

「やっておくよ」と引き継いでもらって、自分は幼稚園に

迎えに行くというような、うまくワークシェアリングをし

ていく。そうなれば、日本は高齢化をうまく乗り切ったと

いうようなことが、結果として出てくるのではないか。若

い人たちも子育てができる環境が整っていけば、少子化も

抑えられると思います。 

高齢者も 70 歳まで働けることで、給料をもらいながら

部下を指導していくことが可能となります。私たちの経験

から言えば、60 歳以上の方のストレスチェックをしてみ

ると、あまりストレスがないのです。再雇用された方には
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ストレスがあまりありません。それは技術を持っていて、

知識を持っている。誰からも命令されない。元部下が今は

上司。これほど強い味方はありません。好き放題で、仕事

は的確にできるのです。ストレスチェックでは通常 40 歳

代から落ちていきますが、60 歳の定年以降に急に元気に

なり、生き生きと働くようになります。元部下だった上司

に対しては、細かく的確な助言をしてくれます。このよう

なことが増えていけば、日本の技術、企業力はもっと上が

っていくのではないかと期待しています。このような会社

ができれば、もっと幸せな労働生活が送れるのではないか

と思っています。 

夢物語なのですが、10 年前にＮＰＯをつくった時はま

さか経済産業省がＮＰＯを支援するとは思ってもみませ

んでした。健康経営について当時いろいろ提案しましたが、

「先生、それは理想です」と言われ、よく 10 年間も続い

たと思っています。ようやく多くの方たちに理解が得られ、

これからの日本の少子・高齢化を乗り切るためには、従業

員が元気で、高齢期に至っても会社を支えてくれるという、

そういう会社をつくっていく。そして働く従業員の方が退

職した時に、今度はその会社を支えてくれるような顧客に

なってくれるようになれば、企業は恐らく 100 年、200

年続いていくのではないかと考えております。何か参考に

なれば、実践していただければありがたいと思っておりま

す。 

＜質疑応答＞ 

Ｑ：社会的再適応評価尺度の中で、結婚のストレス値が

50 点となっているが、なぜなのか？ 

Ａ：数値は学者が決めたことだが、配偶者の死を 100 とし

た前提から、結婚は 50 になったのではないかと思う。悲

しいことも楽しいこともストレスになるという考え。楽し

いことが続いたとしても病気にはなる。例えば結婚を迎え

ることで身体的にもしんどくなる。結果的に身体的ストレ

スと精神的ストレスが加わって、50 点になるという判断

だろうと思う。 

Ｑ：ストレスに強い人、弱い人の違いは？どうすればスト

レスに強い人になれるのか？ 

Ａ：病気を持っている人はストレスに弱いと思う。精神的

ストレスに耐えたとしても、身体的ストレスにダメージを

受けてしまう。元々病気があって、新たなイベントが起こ

ってくるとストレスが重なっていく。やはり体の健康を意

識しておくことが、精神的ストレスに耐えるためには必要。

サポートがあるかないかも重要。例えば役所の窓口の人の

前にクレーマーの人が来た時、窓口の人の後ろに課長さん

が立ってあげると、この人は強くなる。つまり人が後ろに

いるだけで、パワーをもらえる。人を和らげられるのは、

人と自然しかない。もう１つは、休むことでストレスが和

らぐ効果がある。関西大学の先生は、ストレスに強くなる

ために第 3 の社会、職場と家庭以外の、自分が生きる社会

をつくることと言っている。第 3 の社会を持っている人は

ストレスに強く、それは自分で創り出さないといけない。 

Ｑ：上場会社でない中小企業として、「健康経営銘柄」に

立候補するには、どうしたらよいのか？ 

Ａ：経済産業省が中小企業の健康経営事業所認定事業を創

設する準備を進めており、今年度にその基準をつくること

になっている。おそらく今年秋頃に発表され、来年 2 月頃

に認定事業がスタートする予定。 
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